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（趣旨） 

第１条 この要綱は，岡山市契約規則（平成元年市規則第６３号。以下「規則」という。），

岡山市物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則（平成２１年市規則第１１２

号。以下「特例規則」という。），岡山市競争入札参加資格及び審査等に関する事項に

ついて（昭和６１年市告示第１２０号。以下「審査等に関する事項について」という。）

及び委託事務事業の執行の適正化に関する規程（昭和５８年市訓令甲第２０号）に定め

るものを除くほか，岡山市が発注する測量業務，建築関係建設コンサルタント業務，土

木関係建設コンサルタント業務，地質調査業務及び補償関係コンサルタント業務（以下

「建設コンサルタント業務等」という。）の契約について，一般競争入札を実施するに

当たり，必要な事項を定めるものとする。 

（用語の定義） 

第２条  この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところに

よる。 

(1) 許容価格  地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３４条第３項に規定する予 

定価格のことをいい，消費税及び地方消費税相当額を含んだものをいう。 

(2) 市内業者  岡山市内に本社，本店等主たる事務所を有する者をいう。 

(3) 準市内業者  前号に掲げるものを除き，岡山市との取引に係る権限が委任されてい 

る支店又は営業所等を岡山市内に有する者をいう。 

(4) 市外業者  前２号に掲げるものを除く者をいう。 

（対象業務） 

第３条 一般競争入札を実施する建設コンサルタント業務等（以下「対象業務」という。）

は，許容価格が規則第２２条第６号に定める額を超えるものとする。ただし，地方自治

法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「令」という。)第１６７条及び第１６７条

の２の規定に該当する場合並びに市長が特に必要があると認めた場合は，この限りでな

い。 
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（参加資格） 

第４条 一般競争入札に参加しようとする者（以下「入札参加者」という。）は，次に掲

げる参加資格要件を充足しなければならない。 

(1) 令第１６７条の４及び規則第２条第１項の規定に該当しないこと。 

(2) 審査等に関する事項についてに基づき一般競争入札参加資格が決定され，対象業務

（対象業務が複数の業種，部門にわたる場合は主たる業務に応じた業種，部門とする。

ただし，家屋調査は事業損失部門又は物件部門とする。以下同じ。）について，規則

第４条の規定に基づく有資格者名簿に登載されていること。 

(3) 地域要件は次のとおりとする。ただし，当該入札が特例規則の適用を受けるもので

ある場合は，この限りでない。 

ア 市内業者を対象とする。ただし，準市内業者のうち，次に掲げる事項をすべて満

たすものについては，市内業者に準じて取り扱うことができるものとする。 

(ｱ) 直近の法人市民税の確定申告における岡山市分の従業者数が１０人以上である 

こと。 

(ｲ) 岡山市の市民税を課税され，特別徴収を行っている従業者数が１０人以上であ 

ること。 

(ｳ) 岡山市との取引に係る権限が委任されている者が配置されている支店又は営業 

所等において，営業業務の実態があること。 

イ アでは当該入札に参加可能な者の数（以下「入札参加可能者数」という。）が５ 

者に満たない場合又は競争性が十分に確保できない場合等特に必要があると認めた

ときは，市内業者及び準市内業者を対象とする。 

ウ 上記ア又はイでは入札参加可能者数が５者に満たない場合又は競争性が十分に確 

保できない場合等の特に必要があると認めたときは，市内業者，準市内業者及び市

外業者を対象とする。 

(4) 対象業務について，次の区分に応じた要件を満たす者であること。ただし，技術上 

の必要がある場合その他契約の履行に当たり必要があると認めるときは，この限りで

ない。 

ア 土木関係建設コンサルタント業務は，建設コンサルタント登録規程（昭和５２年
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建設省告示７１７号）に基づく登録を受けている者とする。 

イ 地質調査業務は，地質調査業者登録規程（昭和５２年建設省告示第７１８号）に 

基づく登録を受けている者とする。 

ウ 補償コンサルタント業務は，補償コンサルタント登録規程（昭和５９年建設省告 

示第１３４１号）に基づく登録を受けている者とする。 

エ 測量業務は，測量法（昭和２４年法律第１８８号）に基づく測量業者登録を受け 

ている者とする。 

オ 建築関係建設コンサルタント業務のうち建築一般は，建築士法（昭和２５年法律 

第２０２号）に基づく建築士事務所登録を受けている者とする。 

(5) 岡山市指名停止基準に基づく指名停止又は指名留保期間中でないこと。 

(6) 対象業務が，岡山市建設コンサルタント業務等低入札価格調査実施要綱（以下「低

入札価格調査実施要綱」という。）第２条第４号の低入札価格調査の対象となる場合

は，低入札価格調査実施要綱第１５条の規定による入札参加制限に該当する者でない

こと。 

２ 市長は，前項に定めるもののほか，必要があると認めるときは，次に掲げる事項につ

いて，一般競争入札に参加する者に必要な資格要件を定めることができるものとする。 

(1) 同種業務又は類似業務の実績 

(2) 配置予定技術者の資格，業務の経験等 

(3) その他契約の履行に当たって必要があると認める事項 

３ 市長は，前項各号に掲げる資格要件のいずれにも定めがなく，かつ，当該入札に参加

可能な市内業者数が１０者以上ある場合は，第１項第３号アただし書の定めにかかわら

ず，市内業者を対象として地域要件を定めるものとする。 

（入札の方法） 

第５条 一般競争入札は，次の各号に掲げる区分に従い，当該各号に掲げる方法により行

うものとする。ただし，市長が特に必要があると認めた場合は，この限りでない。 

(1) 特例規則の適用を受けるもの  岡山市建設コンサルタント業務等郵便入札実施要

綱（以下「郵便入札実施要綱」という。）の規定に基づく郵便入札 

(2) 前号以外のもの  岡山市建設コンサルタント業務等電子入札実施要綱（以下「電子
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入札実施要綱」という。）の規定に基づく電子入札 

（入札の公告） 

第６条  一般競争入札により契約を締結しようとするときは，規則第５条に定める公告（以

下「公告」という。）をインターネット上の市のホームページに掲載して閲覧に供する

ものとする。 

（参加資格確認申請書等の作成） 

第７条 入札参加者は，あらかじめ一般競争入札参加資格確認申請書及び参加資格の確認

のために必要な書類（以下「申請書等」という。）を作成しておかなければならない。 

２  申請書等の書式は，インターネット上の市のホームページからダウンロードするもの

とする。 

３ 市長は，必要があると認めるときは，申請書等の作成について説明会を実施すること

ができるものとする。 

（設計図書の閲覧等） 

第８条 対象業務の仕様書，内訳書，図面及び現場説明書（以下「設計図書」という。）

は，公告した日から開札日の前日まで閲覧に供するものとする。 

２ 入札参加者は，設計図書に関して質問があるときは，公告において指定する期間内に

建設コンサルタント業務等担当課に対してインターネットを利用した電子メール又は

ファクシミリにより質問をすることができる。 

３ 前項の質問があったときは，市長は，公告において指定する日から開札日の前日まで

質問内容及び当該質問に対する回答をインターネット上の市のホームページに掲載して

閲覧に供するものとする。 

（設計図書の取得） 

第９条 入札参加者は，前条第１項に規定する設計図書を，公告した日から入札書提出締

切日時までの間に，インターネット上の市のホームページからダウンロードすることに

より取得するものとする。 

（入札・開札・落札者決定手続等） 

第１０条  一般競争入札に係る入札書の提出方法，開札手続，入札参加資格の確認方法，

落札者の決定手続等については，郵便入札実施要綱又は電子入札実施要綱に定めるとこ
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ろによる。 

（契約情報の公表） 

第１１条 一般競争入札に係る契約情報については，岡山市契約情報公表基準第７条第２

項の規定により，インターネット上の市のホームページに掲載して閲覧に供するものと

する。 

（入札の延期，中止，取消し） 

第１２条 市長は，一般競争入札において，事故が発生したとき，不正な行為があったと

認めるときその他必要があると認めるときは，入札の延期若しくは中止又は入札の取消

しをすることができる。 

２ 開札前に入札参加者（無効札となった者を除く。）がない場合は，入札を中止し，開

札後に有効な入札書を提出した者がない場合は，入札を不調とするものとする。 

（その他） 

第１３条  この要綱に定めるもののほか，一般競争入札の実施に関し必要な事項は，市長

が別に定める。 

附 則（平成２５年３月２２日財政局長決裁） 

この要綱は，平成２５年４月１日以後に公告する建設コンサルタント業務等から適用す

る。 

附 則（平成２６年１月３１日財政局長決裁） 

この要綱は，平成２６年４月１日以後に契約を締結する建設コンサルタント業務等から

適用する。 

附 則（平成２８年２月１８日財政局長決裁） 

この要綱は，平成２８年３月１日から効力を発し，平成２８年４月１日以後に契約を締

結する建設コンサルタント業務等から適用する。 

附 則（平成３１年３月２６日財政局長決裁） 

この要綱は，平成３１年４月１日から適用する。 

附 則（令和７年３月２６日財政局長決裁） 

この要綱は，令和７年４月１日以後に公告する建設コンサルタント業務等から適用する。 

 


